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2．薬剤師

縄田 修一
（昭和大学横浜市北部病院 薬局・病院薬剤学講座，薬剤師）

　ホスピス緩和ケアにおける薬剤師の役割は，大
きく 2つに分かれると考えられる。1つは，チー
ム医療での薬の責任者としての薬の安全かつ適正
な使用の推進である。もう 1つは，疼痛緩和にお
いて欠かすことのできない麻薬の管理である。麻
薬管理とチーム医療における薬剤師の役割の側面
から薬剤師のホスピス緩和ケアにおける役割を述
べる。

麻薬の使用量推移と麻薬管理

　緩和ケアにおける疼痛管理に重要な役割を果た
しているのが，医療用麻薬である。医療用麻薬の
使用量は，わが国における疼痛治療の現状の 1つ
の目安として紹介されている。モルヒネ使用量
は，1989 年にMSコンチン®が発売され，がん疼
痛治療を目的に患者自身が管理するきっかけとな
り広く普及し始めた。その後，2002 年にフェン
タニルを成分にする貼付剤のデュロテップ ®パッ
チ，2003 年にオキシコドンを成分とする経口製
剤のオキシコンチン®，オキノーム®散，2013 年
にはフェンタニルの速放口腔内吸収製剤であるア
ブストラル®舌下錠，イーフェンバッカル®錠が
発売された。
　モルヒネ量換算の 3成分合計使用量は 2001 ～
2011 年の 10 年間で約 6 倍増加した（図 1，2）1）。
また，フェンタニル貼付剤はがん疼痛治療のみで
なく，慢性疼痛にも使用されるようになった。さ
らに 2013 年メサドン（メサペイン®錠），2014 年
タペンタドール（タペンタ®錠）など新規の麻薬
成分の薬も発売された。
　このように，この 15 年で医療用麻薬は，病院
内から在宅で生活する患者さんの手元に急激に広

まった。麻薬の調剤が可能な「麻薬小売業免許」
を有する薬局も 2009 年には，34,707 件にのぼり，
全薬局数 53,642 件の 64.7%となっている。しか
し，伊勢ら 2）が 2009 年に全国 3,000 施設を対象
に行ったアンケート調査（回答施設数1,036施設：
回収率 34.5%）では，麻薬小売業者の免許を有す
る薬局が 795 施設（76.7%），麻薬の在庫を有して
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図 1　モルヒネ換算使用量の推移 1）

〔モルヒネ換算の定義〕国際麻薬統制委員会（INCB）・統
計のために定義された1日投与量（S-DDD：フェンタニル
0.6mg=オキシコドン75mg=モルヒネ100mg）で換算

図 2　各オピオイドのモルヒネ換算使用量の推移 1）

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

フェンタニルモルヒネオキシコドン

（kg）

（年）1211100908070605040302012000
0

100
200
300
400
500
600
700
800
900

（kg）

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

フ
ェ
ン
タ
ニ
ル

モ
ル
ヒ
ネ
・
オ
キ
シ
コ
ド
ン



Ⅰ．ホスピス緩和ケアを支える専門家・サポーター

7

いる施設が 637 施設（61.5%），経口麻薬製剤の
調剤を行っている施設が 555 施設（53.6%），月
平均の麻薬処方箋受け入れ枚数は 1枚未満が 557
施設（53.8%）と最も多く，6 枚以上は 92 施設
（8.9%）であった。このことから，麻薬小売業の
免許を有していても，麻薬の調剤を実際に行って
いる施設は少ないことが分かる。このような現状
の中，2014 年度基準調剤加算では，加算条件の 1
つに「麻薬小売業者免許」を有することが条件に
なっており，免許を有する薬局はさらに増えるも
のと考えられるが，患者指導の質の確保が急務と
考えられる。
　病院における麻薬管理もがん患者さんの疼痛管
理を目的に使用される麻薬が中心となったことか
ら，2011 年 4 月に出された「病院・診療所にお
ける麻薬管理マニュアル」では，疼痛治療の向上
を目的に入院中の患者さんの麻薬の自己管理が認
められた。そこで，多くの病院が麻薬管理者であ
る薬剤師を中心に麻薬の自己管理の方法について
取り組むことになった。大柄根ら 3）は，麻薬の
自己管理が可能かどうかを事前に看護師，薬剤師
でアセスメントすることで，安全かつ適切に入院
中の患者さんが麻薬の自己管理を行えたと報告し
ている。
　以上のように，がん疼痛治療の向上のために多
くの医療用麻薬が発売され，消費量も大幅に増加
した。さらに，その状況に対応するために保険薬
局における麻薬小売業免許取得の促進や病院・診
療所に入院中の患者さんの麻薬自己管理が認めら
れるなど，麻薬管理における薬剤師の役割は増し
ている。しかし，これらの運用が円滑に進むため
には，薬剤師自身の緩和ケアにおけるスキルアッ
プや他の医療者への薬剤に関する情報提供，患者
さんや一般の方への正しい麻薬に関する知識の啓
発などが不可欠である。
　次に，薬剤師のこれらの課題への取り組み状況
について述べる。

緩和ケアにおける薬剤師の活動

　ホスピス緩和ケアにおける薬剤師の活動とし
ては，いくつかの学会活動がある。NPO法人日

本緩和医療学会に所属している薬剤師会員数は，
2001 年 3 月末には 70 名（全会員 1,829 名の 4%
程度）だったのが，2015 年 1 月時点では，1,134
名（全会員 11,559 名の 10%程度）と増加してい
る。また，薬剤師の緩和医療域における認定制度
の設立を 1つの目的として 2007 年に発足した一
般社団法人日本緩和医療薬学会は，2013 年には
会員数が 3,500 名を超えるまでに成長している。
学会が行っている「緩和薬物療法認定薬剤師」は，
2009 年から認定が開始され，病院勤務および保
険薬局薬剤師の両方が取得できる認定制度として
2013 年度には 400 名程度の薬剤師が認定を受け
活動している（図 3）。
　また，がん領域では，一般社団法人日本病院
薬剤師会が認定する「がん薬物療法認定薬剤師」
829 名（2014 年 10 月時点），一般社団法人日本
医療薬学会が認定する「がん専門薬剤師」377 名
（2014 年 9 月時点）が認定されており，がん治療
全般の知識並びに緩和ケアの知識を有する薬剤師
として，それぞれの現場で活躍している。
　しかし，がん領域では，近年の外来化学療法の
急激な進歩と発展を背景に病院薬剤師のみでな
く，経口抗がん薬の処方箋を応需する薬局との連
携が重要視されている。これらの社会的ニーズ
に応える形で一般社団法人日本臨床腫瘍薬学会が
2012 年に発足し，2014 年 3 月には，病院・クリ
ニック薬剤師のみならず薬局勤務薬剤師も取得可
能な「外来がん治療認定薬剤師」が発足し，病院・

日本緩和医療薬学会が公表している認定薬剤師名簿より作
成。所属が記載されていないまたは病院・クリニック，薬
局勤務以外の6名を除く推移

図 3　日本緩和医療薬学会認定緩和薬物療法 
　　　認定薬剤師数推移 1）
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クリニック勤務者 46 名，薬局勤務者 1名が認定
されている。
　このように，ホスピス緩和ケアにおける薬剤師
の専門性を担うための学会活動はこの 10 年で急
速に盛んになってきた。さらに今後，重要性を増
すと考えられる在宅医療の分野についても，一般
社団法人全国薬剤師・在宅療養支援連絡会，一般
社団法人日本在宅薬学会などが発足し，在宅チー
ム医療における薬剤師の役割を担うべく活動をし
ている。一般社団法人日本在宅薬学会では，在宅
療養支援認定薬剤師制度を発足させており，今
後，認定を取得した薬剤師が在宅医療の中心を
担っていくことが期待されている。
　次に，緩和ケアチームにおける薬剤師の活動状
況を報告する。日本緩和医療学会が行っている緩
和ケアチーム登録データによると，2012 年度に
登録された 485 チームのうち，薬剤師が専任・専
従でいるチームは 34.6%（168 / 485）であった。
このうち都道府県がん拠点病院では 58.8%（30 / 
51），地域がん診療連携拠点病院では 42.6%（106 
/ 249）であり，がん医療の中核的役割を担ってい
る病院では専従・専任の割合が高かった。また，
病床数が 1,001 床以上では 76%（19 / 25），501 ～
1,000 床 47.4%（93 / 196），500 床未満 21.2%（56 / 
264）と薬剤師数が多いと思われる病院では専従・
専任の割合が高かった。しかし，多くの病院の緩
和ケアチームでは専従・専任でなくてもなんらか
の形でチームに薬剤師が関わっている例が大多数
であり，これらの関わりについてもデータとして
抽出していく必要があるだろう。
　最後に，地域でのホスピス緩和ケアに関する活
動について述べる。各地域で一般の方を対象にし
た緩和ケアの普及活動が行われてきた。特に，オ
レンジバルーンプロジェクトは，2008 年から日
本緩和医療学会が厚生労働省委託事業・緩和ケア
普及啓発事業として，一般の方への緩和ケアの普
及に力を入れている取り組みである。
　薬剤師の取り組みとしては，筆者が発足から関
わっている「神奈川県薬剤師がん疼痛緩和研究
会」（以下，当研究会）の取り組みを紹介する。
　当研究会は，市民および薬剤師へのがん疼痛緩
和の啓発を目的に神奈川県病院薬剤師会，神奈川

県薬剤師会の支援のもと発足した研究会である。
2004 年から年 1 回の市民公開講座を毎年行って
おり，薬剤師による医療用麻薬に関する講演と緩
和ケアに関連する特別講演，会場の質問に回答す
ることを中心にしたシンポジウムから構成されて
いる。薬剤師による医療用麻薬に関する講演で
は，講演前後で聴講した一般の方の麻薬に関する
誤解の解消に努めている。

課題と今後の展望

　ホスピス緩和ケアにおける薬剤師の役割は，こ
こ 10 年で大きく変わった。多くの関連学会の発
足や認定・専門制度の確立，保険制度の変更など
により社会のニーズとともに多くの薬剤師が緩和
ケアの向上に貢献するようになった。
　医療用麻薬が広く普及するとともに，海外では
不適切な使用や乱用が問題となってきた。日本国
内でも医療者による不適切な麻薬使用が問題と
なっており，今後は，一般社会でも医療用麻薬の
不適切利用が問題になる可能性が高く，薬剤師に
よる適切な管理，医療者や一般の方への啓発活動
が重要になってくると考えられる。
　また，ホスピス緩和ケアにおいては，多くの種
類や剤型のオピオイド製剤が利用可能となったこ
とから，それぞれの薬剤の特徴を踏まえた適切な
使用への貢献が薬剤師に求められている。これ
は，病院・診療所のみならず在宅医療でのニーズ
がより高いと考えられる。病院・診療所の薬剤師
と在宅医療を担う薬剤師が密に連携し，シームレ
スな緩和ケアの提供に貢献していくことがより必
要になるだろう。
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